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研究成果の概要（和文）：不確実性を孕む災害リスクに対する地域防災力を向上させることを目

的として、地域コミュニティのリスクガバナンス構造を可視化し、多様なステークホルダー間

の連携・協力関係を促進させる手法とそれらの支援システムを Web アプリケーションとして実

装し、実証実験を通じてその有効性を評価した。 
 
研究成果の概要（英文）：We developed web-based disaster risk governance evaluation system. 
This system can visualize the relationship between stakeholders for disaster response 
in the local community in order to improve risk governance in local community. 
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１．研究開始当初の背景 
 不確実性を孕む災害リスクに社会が対応
するためには、構造物によるハザードコント
ロールなどの対策に加え、発災した際に被害
を軽減させる避難などのソフト対策が有効
となる。また、減災のためのソフト対策とし
ては、行政による避難施設の整備や警報等を
住民に伝達する通信設備の整備など、行政を
中心とする対策に加え、住民が相互に協力し
て安否を確認し、初期消火、救命活動や避難

誘導、避難生活、復旧活動に取り組むことが
求められる。全国的には概ね町内会や学校区
を単位として平時から自主防災組織や避難
所運営組織が結成される傾向にある。しかし
ながら、町内会の組織率が低下し、また、少
子高齢化やライフスタイルの都市化などに
より地域コミュニティが崩壊し社会の紐が
弱まるなど、地域社会の社会的な脆弱性が高
まりつつある。そこで、住民のみによる共助
の仕組みには限界があることから、地域社会
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を構成する多様な主体の重層的な協働関係
として地域防災力を再構築することが求め
られている。これまでの防災研究や地域防災
の実務においては、住民を対象として地域防
災力を高める啓発手法として、主として、現
状のハード対策及びソフト対策の各項目の
水準を評価するアプローチが取られている。
しかしながら、これらの既往のアプローチは
災害リスクに応じた対策レベルの評価とい
う視点が弱いことに加え、災害リスクに対応
するための社会的な冗長性を高めるために
災害時に役立つ社会資源や地域コミュニテ
ィのネットワークの重層性を評価するとい
う視点が弱いといった特徴がある。 

上記の背景を踏まえ、地域防災力を評価す
る新たなアプローチとして、災害リスクの水
準に応じて災害対応に動員すべき社会資源
とその協働関係を評価し、リスクガバナンス
を再編・高度化を誘発するリスクコミュニケ
ーション手法を開発することを目的に本研
究を提案した。 
  
２．研究の目的 

概ね単位町内会や小学校または中学校の
校区を単位とする平時の地域コミュニティ
のガバナンス構造（地域課題を解決するため
に利用可能な社会資源の多様性や質、量、脆
弱性などの状態とそれらの協働関係）と防災
を目的とする地域コミュニティの災害リス
クガバナンスの関係を明らかにする。それら
の知見に基づき、地域コミュニティにおける
災害リスクのレベルや災害対応の課題領域
に応じて、ステークホルダーの範囲を設定し、
それらの現状の協働関係の有無や程度、協働
関係の必要性を評価し災害リスクガバナン
スの構造を可視化する手法を開発する。さら
に、それらを Web アプリケーションに実装
し、同システムを用いた実証実験を実施し、
地域コミュニティの災害リスクガバナンス
の高度化を誘発するリスクコミュニケーシ
ョン手法の有効性を評価する。 
 
３．研究の方法 
 既往研究や事例分析を通じて、地域コミュ
ニティにおける災害リスクガバナンスのフ
レームワークを検討する。具体的には、防災
分野に限らず地域の課題解決能力が高いと
評価される地域を選定し、ケーススタディー
を通じて地域防災力の潜在力を構成する平
時の地域コミュニティのガバナンスと防災
を目的とする災害リスクガバナンスの相互
の関係を明らかにする。 
 さらに、全国の市町村を対象としたアンケ
ート調査を実施し、町内会の区域を越える広
域的な防災活動や支援施策の実態と動向に
ついて調査し、住民主体の防災組織が町内会
を基盤とするものと、学区を基盤とするもの

など、地域のコミュニティ構造によって重層
的な防災体制の必要性を分析した。また被災
地の地域コミュニティを対象としたコミュ
ニティガバナンスに関するアンケート調査
を実施し、災害リスクガバナンスの評価項目
の抽出と妥当性を評価した。 
 上記のアンケート結果等に基づき、被災経
験を有する地域コミュニティや被災経験を
有しないものの、町内会を超える生活範囲で
防災体制が整備されている地域などを選定
し、それらの地域を分析対象として、ヒアリ
ング調査やワークショップを実施し、ステー
クホルダー間の地域リスクに対する認知や
許容の差及び対策の必要性や対策に必要な
社会資源の調達範囲や協働のネットワーク
の広がりなど、災害リスクガバナンス構造を
分析した。さらに、それらの調査結果を地域
防災活動にかかわる各種団体にフィードバ
ックし、災害リスクのガバナンス構造を再編
することを誘発する気づきが得られるか否
かを評価しつつ、リスクコミュニケーション
手法を設計した。これらの手法に基づき、Web
システムによって「防災力」を計量・可視化
するプロトタイプシステムの要求仕様を検
討し、Web アプリケーションとして実装し、
都市型、農山村型、被災経験の有無、平時の
コミュニティガバナンスの特徴に基づきケ
ーススタディー地域を選定し、ステークホル
ダーによる対面のワークショップにおいて
本 Webアプリケーションを用いた実証実験を
実施し、リスク認知を共有した上で、災害リ
スクガバナンスの高度化に結びつくステー
クホルダー間の相互作用が誘発された否か
を対話記録の分析に基づき評価した。 
 
４．研究成果 
（１）災害リスクガバナンスに基づく地域防
災力のモデル化 
地域防災力を、災害リスクの不確実性に対

する社会的な冗長性として捉え、「潜在的防
災力」（平時のコミュニティの自治力・地域
経営力）に裏打ちされた（事前の意図的な関
係づくり）「直接的防災力」（防災を目的とし
た平時の事前対策）は、災害時に有効な災害
対応力（不確実性に対する社会的冗長性）と
して顕在化する蓋然性が高いものと定義し
た。また、「直接的防災力」は、災害リスク
の特徴に応じて、下からの補完性に基づき重
層的（町内会単位、避難所単位、広域的な生
活圏域単位、地域ケアのサプライチェーン）
な防災体制（ネットワーク）が構築されてい
る状態と定義した。リスクガバナンス（リス
クの社会的な協治）が高度化されるために、
主体間のリスク認知と現状の事前対策の充
足度に対する評価の相違を示し、リスク認知
に基づき、不確実性に対応する社会的冗長性
の必要性とそのレベルを相互に理解するこ



 

 

とが求められ、社会的冗長性として、災害対
応及び事前の減災対策における協働関係の
多様性や社会資源の調達レベルに関する対
話を促進することが求められる。従来の防災
力評価の枠組みにおいて評価の対象となっ
たのは、防災訓練や防災資機材のストックな
どのように、直接的に防災を対象とした地域
の活動であるが、当研究ではこれを「直接的
な防災力」と呼ぶ。これに対して福祉や環境
などの防災以外の地域課題解決力について、
災害時にはそれらが非常に重要な機能を果
たすことや、こうした地域の力によって、よ
り防災活動が実質化される傾向にあること
から、これらについて「潜在力」と定義した
うえで、地域防災力の評価に明示的に取り入
れることとした。中越沖地震被災地である、
柏崎市において、市民を対象としたアンケー
ト調査を行い、災害リスクガバナンスに基づ
く地域防災力のモデルの妥当性を検証した。 

全国の市町村を対象としたアンケート調
査を実施し、町内会の区域を越える広域的な
防災活動や支援施策の実態と動向について
調査し、住民主体の防災組織が町内会を基盤
とするものと、学区を基盤とするものなど、
地域のコミュニティ構造によって重層的な
防災体制の必要性を明らかにした。また、自
主防災組織に対する行政の支援施策が、現状
は町内会を基盤とする自主防災組織の組織
化支援とその活動の高度化に留まるものの
社会構造の変化や災害リスクの不確実性を
踏まえ、より広域的な自主防災体制の整備が
防災政策上の課題として捉えている自治体
が相当程度存在することが確認された。それ
らを踏まえ、概ね小学校または中学校の学校
区を単位とする生活圏域の中で防災対策上
求められる各団体の協働関係を把握する調
査手法を開発した。それらのステークホルダ
ー間の地域リスクに対する認知や許容の差
及び対策の必要性や対策に必要な社会資源
の調達範囲や協働のネットワークの広がり
を可視化する調査手法を開発し、複数の地域
で災害リスクガバナンス構造を分析する調
査を実施し、それらの調査結果を地域防災活
動にかかわる各種団体にフィードバックし、
災害リスクのガバナンス構造を再編するこ
とを誘発するリスクコミュニケーション手
法を開発した。これらの手法に基づき、「防
災力」を計量・可視化するプロトタイプシス
テムの要求仕様が明らかにし Webシステムと
して実装した。 

都市型、農山村型、被災経験の有無、平時
のコミュニティガバナンスの特徴に基づき
ケーススタディー地域を選定し、町内会単位
の自主防災組織や住民主体の避難所運営組
織を対象として全国８箇所で実証実験を実
施した。参加者へのアンケートやワークショ
ップの対話の記録を分析し、その結果、本手

法とシステムが、地域防災力の向上に向けた
多様な主体間の協働関係の形成に寄与する
こと、さらに、潜在的な防災力としての平時
の地域コミュニティのガバナンスとの意図
的な関係づくりに寄与することが確認され
た。 

今後、本システムを用いた全国規模の実証
実験を実施し、地域の災害リスクの特徴や災
害対応の目的などに応じて多くのサンプル
を集計・分析し、全国的な傾向を分析し、個
別の地域コミュニティが他の地域のガバナ
ンス状態と比較し自己評価を行うことを支
援する機能を拡張する計画である。 
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